
1
 
1

ma061
テキストボックス
資料6-1

ma061
長方形



大規模地震対策特別措置法（大震法）に基づく地震防災応急対策について

【基本計画】
（中央防災会議）

警戒宣言発令時の国の対応方針や、地方公共

団体や事業者の計画の基本的考え方を規定
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○ 地震予知情報の報告 → 警戒宣言の発令 → 各主体は各種計画に定めた地震防災応急対策を実施

○ 強化地域内の各主体は地震が予知された場合に実施する対策（地震防災応急対策）を自ら計画として作成

【 地 震 発 生 前 に 本 部 設 置 】

• 地震災害警戒本部
（本部長・総理大臣）

• 都道府県警戒本部

• 市町村警戒本部

【 地 震 防 災 応 急 対 策 の 実 施 】

• 強化地域内の住民（約1,300万人）の

うち、津波・土砂災害の危険地域の

住民の避難

• 新幹線等の運行停止

• 高速道路の一般車両の通行止め 等
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気象業務法

【強化計画】
（都道府県、市町村、指定行政機関、指定公共機関）

関係省庁、地方公共団体等が、警戒宣言発令時の避

難勧告の発令基準等を規定

報
告

地震防災対策強化地域
（人口：約1,300万人）

東海地震を対象とする大震法は、確度の高い地震の予測を前提として防災対応を実施する仕組み。

○ 地震防災対策強化地域の指定

大震法に基づく地震防災応急対策の仕組み

大規模な地震が発生した場合に著しい地震災害が生ずるおそれがあるため、地震防災に関す

る対策を強化する必要がある地域

（内閣総理大臣が、中央防災会議に諮問し、関係都道府県知事に意見を聴いて指定）

現在は、東海地震だけが対象

昭和５３年に、東海地震の切迫性の指摘と地震予知が可能であるとされたことを受けて立法
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【応急計画】
（病院、百貨店、鉄道事業等の民間事業者）
民間事業者が、警戒宣言発令時に緊急的に実施

する対策を自ら規定

※ 地震財特法による、強化計画に基づき緊急に整備すべき施設等の整備に補助規定あり
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南海トラフ巨大地震の被害想定

建物被害・人的被害：平成24年８月
施設等の被害・経済被害：平成25年３月

○震度分布、津波高

・震度７： １２７市町村

・最大津波高１０ｍ以上： ７９市町村

○死者・行方不明者数、全壊焼失棟数

・約３２万３０００人（冬・深夜に発生）

・約２３８万６０００棟（冬・夕方に発生）

○ライフライン、インフラ被害

・電力： 停電件数 約２７１０万軒

・通信： 不通回線数 約９３０万回線 等

○生活への影響

・避難者数： 約９５０万人

・食糧不足： 約３２００万食（３日間） 等

○経済被害

・資産等の被害： 約１６９．５兆円

・経済活動への影響： 約４４．７兆円
※それぞれの数値については、被害が最大となるケースにおける

値であり、同一のケースではない。
【「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり」
域を設定した場合の津波高分布図】

【強震動生成域が陸側寄りの場合の震度分布図】

東日本大震災を教訓として、科学的知見に基づく最大クラスの巨大な地震・津波を想定。

南海トラフ地震が発生した場合の被害は極めて甚大になると想定されている。
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推進地域の指定地域

【推進地域】

南海トラフ地震に係る地震防災
対策を推進する必要がある地域

１都２府２６県７０７市町村

【特別強化地域】

南海トラフ地震に伴う津波に係る
津波避難対策を強化すべき地域

１都１３県１３９市町村

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法 「推進地域」及び「特別強化地域」

南海トラフ地震により大規模な被害が発生するおそれのある地域を指定し、国、地方公共団体、関係事業者等が、
調和を図りつつ自ら計画を策定し、それぞれの立場から予防対策や、津波避難対策等の地震防災対策を推進。

4特別強化地域の指定地域

○論点

・第１回 平成２８年 ９⽉ ９⽇（⾦）
・第２回 平成２８年１１⽉２２⽇（⽕）
・第３回 平成２９年 １⽉３１⽇（⽕）
・第４回 平成２９年 ３⽉２４⽇（⾦）
・第５回 平成２９年 ５⽉２６⽇（⾦）
・第６回 平成２９年 ７⽉ ３⽇（⽉）
・第７回 平成２９年 ８⽉２５⽇（⾦）
・報告書公表 平成２９年 ９⽉２６⽇（⽕）

・南海トラフ沿いの⼤規模地震の予測可能性の確認
・南海トラフ沿いの地震観測・評価体制のあり⽅
・観測・評価に基づく地震防災対応のあり⽅
○ワーキンググループ開催状況

地震防災対策強化地域

南海トラフ巨大地震の想定震源断層域

○趣旨
⼤規模地震対策特別措置法では東海地震のみを対

象として地震防災対策強化地域が指定され、地震防
災基本計画が⽴てられているが、近い将来、南海ト
ラフ沿いの広い範囲で⼤規模な地震の発⽣が懸念さ
れている。
地震予測の現状も踏まえ、南海トラフ沿いの地震

観測や観測結果の評価体制、観測・評価に基づく地
震防災対応のあり⽅について検討を⾏うために、防
災対策実⾏会議の下にワーキンググループを設置す
る。（平成28年６⽉設置）

（主査） 平田 直 東京大学地震研究所地震予知研究センター長・教授

（委員） 岩田 孝仁 静岡大学防災総合センター教授

宇賀 克也 東京大学大学院法学政治学研究科教授

河田 惠昭 関西大学社会安全学部・社会安全研究センター長・教授

小室広佐子 東京国際大学教授

田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター長・教授

長谷川 昭 東北大学名誉教授

平原 和朗 京都大学大学院理学研究科教授

福和 伸夫 名古屋大学減災連携研究センター長・教授

山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科教授

山﨑 登 日本放送協会解説主幹

川勝 平太 静岡県知事

尾﨑 正直 高知県知事

行政委員 （ 内閣官房、文部科学省、国土地理院、気象庁 ）

○メンバー○南海トラフ沿いの地震と
地震防災対策強化地域
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南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググループ（H28.6～）
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報 道 発 表 資 料 

平成 29 年 9 月 26 日 

気 象 庁 

 

 

「南海トラフ地震に関連する情報」の発表について 

 

 

 本日、中央防災会議防災対策実行会議が開催され、「南海トラフ沿いの地震観測・評

価に基づく防災対応検討ワーキンググループ」（以下「ＷＧ」という。）の検討結果が

報告されました。 

ＷＧの報告では、南海トラフ沿いで発生する、大規模地震につながる可能性がある

現象を観測し、その分析や評価結果を防災対応に活かすことができるよう、適時的確

な情報の発表に努めることが重要であると指摘されています。また、国・地方公共団

体はあらかじめ当面の暫定的な防災体制を定めておく必要があることも指摘されてい

ます。 

このＷＧ報告と防災対策実行会議を受け、新たな防災対応が定められるまでの当面

の間、気象庁は「南海トラフ地震に関連する情報」を発表することとし、当該情報が

発表された際の政府の対応が決定されました。気象庁が発表する当該情報は別紙のと

おりで、平成 29 年 11 月１日から運用を開始します。 

また、当該情報を発表するため、気象庁では、南海トラフ全域を対象として地震発

生の可能性を評価するにあたって、有識者から助言いただくために、「南海トラフ沿い

の地震に関する評価検討会」（以下「評価検討会」という。）を開催することとしまし

た。評価検討会は、従来の東海地域を対象とした地震防災対策強化地域判定会と一体

となって検討を行います。なお、評価検討会の詳細については、後日お知らせします。 

 

 

  

 

 

本件に関する問合せ先：気象庁地震火山部地震予知情報課 

電話：03-3212-8341（内線）4719 
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（別 紙） 

 
「南海トラフ地震に関連する情報」について 

 
  気象庁は、以下の場合、「南海トラフ地震に関連する情報」を発表する。このため、

南海トラフ全域を対象として地震発生の可能性を評価するにあたって、有識者から

助言いただくために、「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催する。 
 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地震に関連

する情報（臨時） 
○南海トラフ沿いで異常な現象（※１）が観測され、その

現象が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかど

うか調査を開始した場合、または調査を継続している場

合 
○観測された現象を調査した結果、南海トラフ沿いの大規

模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高ま

ったと評価された場合 
○南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が相対的

に高まった状態ではなくなったと評価された場合 

南海トラフ地震に関連

する情報（定例） 
○「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会

合において評価した調査結果を発表する場合 

 
 ※１：南海トラフ沿いでマグニチュード７以上の地震が発生した場合や東海地域に

設置されたひずみ計に有意な変化を観測した場合などを想定 
 
 ○本情報の運用開始に伴い、東海地震のみに着目した情報（東海地震に関連する情

報）の発表は行わない。 
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報 道 発 表 資 料 

平成 29 年 10 月 26 日 

気 象 庁 

 

「南海トラフ地震に関連する情報」及び 

「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の当面の運用について 

 
 気象庁では、平成29年９月26日付報道発表（「南海トラフ地震に関連する情報」の

発表について）のとおり、11月１日から「南海トラフ地震に関連する情報」を発表する

こととしています。また、南海トラフ全域を対象として地震発生の可能性を評価するに

あたって、有識者から助言いただくために「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」

を開催することとしています。 

「南海トラフ地震に関連する情報」及び「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」

の当面の運用を以下のとおりとしますので、お知らせします。 

なお、「南海トラフ地震に関連する情報」は、11月１日12時から運用を開始します。 

 
１．「南海トラフ地震に関連する情報」の当面の運用 
・「南海トラフ地震に関連する情報」の発表について（別紙１） 
・「南海トラフ地震に関連する情報」の情報や報道発表のイメージ（別紙２） 
（１）南海トラフの東側だけで大規模地震が発生した場合（西側が未破壊） 
（２）南海トラフでM7クラスの地震が発生した場合 

（３）東海地域のひずみ計で有意な変化を観測した場合 
 
２．「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の当面の運用 
・「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の委員（別紙３） 
・「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の任務 
（１）南海トラフ地震の発生の可能性の平常時と比べた相対的な高まりについての

評価・検討 
（２）南海トラフ及びその周辺の地域における地殻活動と南海トラフ地震との関連

性についての評価・検討 
（３）南海トラフ地震に関して気象庁が行う施策に係る技術的助言 
・必要な場合に臨時会合を開催する他、原則として月に１回、定例会合を開催（定例

会合第１回は、平成29年11月27日（月）に開催予定）。 

 
 

本件に関する問合せ先：気象庁地震火山部地震予知情報課 
電話：03-3212-8341（内線）4719 
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（別紙１） 

「南海トラフ地震に関連する情報」の発表について 

 
  気象庁は、以下の場合、「南海トラフ地震に関連する情報」を発表する。このため、

南海トラフ全域を対象として地震発生の可能性を評価するにあたって、有識者から助

言いただくために、「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催する。 
 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地震に関連
する情報（臨時） 

○南海トラフ沿いで異常な現象※１が観測され、その現象が
南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査
を開始した場合、または調査を継続している場合 

○観測された現象を調査した結果、南海トラフ沿いの大規
模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まっ
たと評価された場合 

○南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が相対的に
高まった状態ではなくなったと評価された場合 

南海トラフ地震に関連
する情報（定例） 

○「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会
合において評価した調査結果を発表する場合 

 
 ○本情報の運用開始に伴い、東海地震のみに着目した情報（東海地震に関連する情報）

の発表は行わない。 
 ○本情報を発表していなくても、南海トラフ沿いの大規模地震が発生することもある。 

 
 ※１：南海トラフ沿いでマグニチュード７以上の地震が発生した場合や東海地域に設

置されたひずみ計に有意な変化を観測した場合など、気象庁が調査を開始する対象

となる現象。具体的には、次のとおり。 
 

気象庁が調査を開始する対象となる現象 

○想定震源域※２内でマグニチュード7.0以上の地震が発生 

○想定震源域※２内でマグニチュード 6.0 以上の（或いは震度５弱以上を観測し

た）地震が発生し、ひずみ計※３で当該地震に対応するステップ状の変化※４以

外の特異な変化を観測 

○１カ所以上のひずみ計※３で有意な変化を観測し、同時に他の複数の観測点で

もそれに関係すると思われる変化を観測している等、ひずみ計※３で南海トラ

フ沿いの大規模地震との関連性の検討が必要と認められる変化を観測 

○その他、想定震源域※２内のプレート境界の固着状況の変化を示す可能性のあ

る現象が観測された等、南海トラフ沿いの大規模地震との関連性の検討が必

要と認められる現象を観測 

 

※２：想定震源域；南海トラフ地震の想定震源域（中央防災会議、2013）。 

※３：ひずみ計；当面、東海地域に設置されたひずみ計を使用。 

※４：ステップ状の変化；地震発生時に通常観測される段差的な変化 

 

上記は、今後の検討により見直されることがある。  

 
8



1 

 
報

道
発

表
資

料
 

平
成
〇
年
〇
月
〇
日
〇
時
〇
分

 
気

象
庁

 
 

〇
月
〇
日
〇
時
〇
分
頃
の
遠
州
灘
の
地
震
に
つ
い
て

 
 〇
地
震
の
概
要
：

 
 
・
発
生
日
時
 
〇
月
〇
日
〇
時
〇
分

 
 
・
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
 
８
．
０
（
暫
定
値
）

 
 
・
場
所
及
び
深
さ
 
 
遠
州
灘、
深
さ

10
㎞
（
暫
定
値
）

 
 
・
発
震
機
構
 
北
西
－
南
東
方
向
に
圧
力
軸
を
持
つ
逆
断
層
型
（
速
報
値
）

 
 
・
観
測
さ
れ
た
震
度
 
震
度
７
：
静
岡
県
〇
〇
市
、・
・
・

 
 〇
大
津
波
警
報
 
静
岡
県
、
伊
豆
諸
島
、・
・
・

 
 ※
今
回
の
地
震
は
、
想
定
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
想
定
震
源
域
の
う
ち
、
想
定
東
海
地
震

の
震
源
域
を
含
む
、
駿
河
湾
か
ら
三
重
県
南
東
沖
に
か
け
て
の
領
域
で
発
生
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。  

 〇
防
災
上
の
留
意
事
項

 
 
た
い
へ
ん
高
い
津
波
が
観
測
さ
れ
て
い
ま
す
。
高
台
に
避
難
す
る
な
ど
身
の
安
全
を
図
っ
て
く
だ
さ
い
。

特
に
大
津
波
警
報
を
発
表
し
て
い
る
沿
岸
で
は
甚
大
な
被
害
が
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
の
で
厳
重
に
警

戒
し
て
く
だ
さ
い
。
津
波
は
繰
り
返
し
襲
っ
て
き
ま
す
の
で
、
警
報
等
が
解
除
さ
れ
る
ま
で
海
岸
や
川
沿

い
の
低
地
に
近
づ
か
な
い
で
く
だ
さ
い
。

 
 
揺
れ
の
強
か
っ
た
地
域
で
は
、
家
屋
の
倒
壊
や
土
砂
災
害
な
ど
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
い
る
お
そ
れ
が

あ
り
ま
す
の
で
、
今
後
の
地
震
活
動
や
降
雨
の
状
況
に
十
分
注
意
し
、
や
む
を
得
な
い
事
情
が
な
い
限
り

危
険
な
場
所
に
立
ち
入
ら
な
い
な
ど
、
身
の
安
全
を
図
る
よ
う
に
心
が
け
て
く
だ
さ
い
。

 
 
揺
れ
の
強
か
っ
た
地
域
で
は
、
地
震
発
生
か
ら
１
週
間
程
度
、
最
大
震
度
７
程
度
の
地
震
に
注
意
し
て

く
だ
さ
い
。
特
に
今
後
２
～
３
日
程
度
は
、
規
模
の
大
き
な
地
震
が
発
生
す
る
こ
と
が
多
く
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
規
模
の
大
き
な
地
震
が
発
生
し
た
場
合
は
、
津
波
が
発
生
す
る
場
合
も
あ
り
ま
す
の
で
注
意
し
て

く
だ
さ
い
。

 
 〇
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
と
の
関
連
性

 
 
「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）」
を
発
表
し
て
い
ま
す
。（
別
紙
参
照
）

 
 
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
想
定
震
源
域
の
う
ち
、
今
回
の
地
震
の
震
源
域
と
な
ら
な
か
っ
た
和
歌

山
県
沖
か
ら
日
向
灘
の
領
域
で
は
、（
今
回
の
地
震
か
ら
１
週
間
程
度
、）
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
が

平
常
時
に
比
べ
て
相
対
的
に
高
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
特
に
今
回
の
地
震
か
ら
３
日
以
内
の
可

能
性
が
よ
り
高
い
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
【
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
に
つ
い
て
、
調
査
中
の
場
合
は
そ
の
旨
を
記
載
】

 
 ※
地
震
活
動
の
状
況
、
緊
急
地
震
速
報
の
発
表
状
況
に
加
え
、「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨

時
）」
の
全
文
（
防
災
上
の
留
意
事
項
を
含
む
）
や
資
料
も
掲
載

 

本
資
料
は
あ
く
ま
で
一
例
と
し
て
掲
載
し
た
イ
メ
ー
ジ
で
す
。
実
際
の
情
報
内
容
は
、
そ
の
時
の
状
況
や
「南
海
ト
ラ
フ
沿
い
の
地
震
に
関

す
る
評
価
検
討
会
」に
お
け
る
評
価
結
果
を
踏
ま
え
た
内
容
に
な
り
ま
す
。

概
ね
３
０
分
後
程
度
を
想
定

【
情
報
】

最
短
で
２
時
間
後
程
度
を
想
定

【
情
報
】

発
生
し
た
地
震
に
関
し
て
の
報
道
発
表
は
、
こ
れ
ま
で
と

同
様
に
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
行
う
。
そ
の
際
、
南
海
ト
ラ
フ

地
震
に
関
連
す
る
情
報
の
最
新
の
内
容
を
含
め
る

平
成
○
年
○
月
○
日
○
時
○
分

気
象
庁
地
震
火
山
部

 
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
（
第
１
号
）

 
 本
日
（
〇
日
）
〇
時
〇
分
頃
に
遠
州

灘
で
Ｍ
８
．
０
（
速
報
値
）
の
地
震
が
発
生
し
ま
し
た
。

  
気
象
庁
で
は
、
今
回
発
生
し
た
地
震
と
南
海
ト
ラ
フ
で
想
定
さ
れ
て
い
る
大
規
模
地
震
と

の
関
連
性
に
つ
い
て
の
調
査
を
開
始
し
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
×
時
×
分
か
ら
南
海
ト
ラ
フ

沿
い
の
地
震
に
関
す
る
評
価
検
討
会
、
地
震
防
災
対
策
強
化
地
域
判
定
会
を
開
催
し
ま
す
。

 
  
調
査
の
結
果
は
、「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
」
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

                         

平
成
○
年
○
月
○
日
○
時
○
分

気
象
庁
地
震
火
山
部

 
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）（
第
２
号
）

 
 〇
見
出
し

 
 
本
日
（
〇
日
）
〇
時
〇
分
に
遠
州

灘
で
発
生
し
た
Ｍ
８
．
０
の
地
震
は
、
想
定
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
想

定
震
源
域
の
う
ち
、
想
定
東
海
地
震
の
震
源
域
を
含
む
、
駿
河
湾
か
ら
三
重
県
南
東
沖
に
か
け
て
の
領
域
で
発
生
し
た
も
の

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
 
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
想
定
震
源
域
の
う
ち
、
今
回
の
地
震
の
震
源
域
と
な
ら
な
か
っ
た
和
歌
山
県
沖
か
ら
日
向

灘
の
領
域
で
は
、（
今
回
の
地
震
か
ら
１
週
間
程
度
、）
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
が
平
常
時
に
比
べ
て
相
対
的
に
高
ま
っ

て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
特
に
今
回
の
地
震
か
ら
３
日
以
内
の
可
能
性
が
よ
り
高
い
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
 〇
本
文

 
 
本
日
（
〇
日
）
〇
時
〇
分
に
、
遠
州
灘
で
Ｍ
８
．
０
の
地
震
が
発
生
し
ま
し
た
。
こ
の
地
震
は
、
陸
の
プ
レ
ー
ト
と
フ
ィ

リ
ピ
ン
海
プ
レ
ー
ト
の
境
界
で
発
生
し
た
地
震
で
す
。

 
 
そ
の
後
の
地
震
活
動
の
広
が
り
か
ら
、
今
回
の
地
震
は
、
想
定
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
想
定
震源
域
の
う

ち
、
想
定
東
海
地
震
の
震
源
域
を
含
む
、
駿
河
湾
か
ら
三
重
県
南
東
沖
に
か
け
て
の
領
域
で
発
生
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
ま

す
。

 
 そ
の
後
の
地
震
活
動
は
活
発
で
、
ま
た
、
地
殻
変
動
デ
ー
タ
に
は
Ｍ
８
．
０
の
地
震
に
伴
う
ス
テ
ッ
プ
状
の
変
化
と
そ
れ
に

引
き
続
く
ゆ
っ
く
り
と
し
た
変
化
が
観
測
さ
れ
て
い
ま
す
。【
状
況
に
応
じ
、
地
殻
変
動
の
特
徴
や
そ
の
評
価
に
つ
い
て
記
載

（
評
価
が
で
き
な
い
場
合
は
「
調
査
中
」）
】

 
  
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
過
去
の
事
例
で
は
、
１
９
４
４
年
の
昭
和
東
南
海
地
震
の
約
２
年
後
の
１
９
４
６
年
に
昭

和
南
海
地
震
が
発
生
し
ま
し
た
。
ま
た
、
１
８
５
４
年
に
は
、
安
政
東
海
地
震
の
発
生
か
ら
約
３
２
時
間
後
に
安
政
南
海
地

震
が
発
生
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
、
南
海
ト
ラ
フ
で
は
、
大
規
模
地
震
の
発
生
直
後
か
ら
数
年
の
う
ち
に
隣
接
す
る
領

域
で
大
規
模
地
震
が
発
生
し
た
例
が
あ
り
ま
す
。

 
  
ま
た
、
全
世
界
で
１
９
０
０
年
以
降
に
発
生
し
た
Ｍ
８
．
０
以
上
の
大
規
模
地
震
９
６
事
例
の
う
ち
、
そ
の
後
隣
接
す
る

領
域
で
同
程
度
の
規
模
の
地
震
（
最
初
の
地
震
の
Ｍ
±
１
）
が
発
生
し
た
頻
度
は
、
最
初
の
大
規
模
地
震
の
発
生
か
ら
３
日

以
内
に
１
０
事
例
、
４
日
か
ら
７
日
以
内
に
２
事
例
あ
り
ま
し
た
。

 
  
こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
想
定
震
源
域
の
う
ち
、
今
回
の
地
震
の
震
源
域
と
な
ら
な
か
っ
た

和
歌
山
県
沖
か
ら
日
向
灘
の
領
域
で
は
、（
今
回
の
地
震
か
ら
１
週
間
程
度
、）
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
が
平
常
時
に
比

べ
て
相
対
的
に
高
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
特
に
今
回
の
地
震
か
ら
３
日
以
内
の
可
能
性
が
よ
り
高
い
も
の
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

 
  
和
歌
山
県
沖
か
ら
日
向

灘
の
領
域
で
大
規
模
地
震
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
西
日
本
を
中
心
に
、
強
い
揺
れ
や
大
津
波
が

想
定
【
発
生
し
た
地
震
の
状
況
に
応
じ
て
、
想
定
さ
れ
る
地
震
や
津
波
に
つ
い
て
言
及
】
さ
れ
ま
す
。

 
  
※
防
災
上
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
言
及

 
  
次
回
の
情
報
発
表
は
、
○
○
時
頃
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

 
な
お
、
新
た
な
変
化
を
観
測
し
た
場
合
に
は
随
時
発
表
し
ま
す
。

 

（
１
）
南
海
ト
ラ
フ
の
東
側
だ
け
で
大
規
模
地
震
が
発
生
し
た
場
合
（
西
側
が
未
破
壊
）
を
例
と
し
た
情
報
や
報
道
発
表
の
イ
メ
ー
ジ

（
別
紙
２
）
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概
ね
３
０
分
後
程
度
を
想
定

【
情
報
】

報
道

発
表

資
料

 
平
成
〇
年
〇
月
〇
日
〇
時
〇
分

 
気

象
庁

 
 

〇
月
〇
日
〇
時
〇
分
頃
の
三
重
県
南
東
沖
の
地
震
に
つ
い
て

 
 〇
地
震
の
概
要
：

 
 
・
発
生
日
時
 
〇
月
〇
日
〇
時
〇
分

 
 
・
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
 
７
．
３
（
暫
定
値
） 

 
・
場
所
及
び
深
さ
 
 
三
重
県
南
東
沖
、
深
さ10
㎞
（
暫
定
値
）

 
 
・
発
震
機
構
 
北
西
－
南
東
方
向
に
圧
力
軸
を
持
つ
逆
断
層
型
（
速
報
値
） 

 
・
観
測
さ
れ
た
震
度
 
震
度
５
強
：
三
重
県
〇
〇
市
、・
・
・ 

 〇
津
波
警
報
 
三
重
県
、
和
歌
山
県
、・
・
・

 
 ※
今
回
の
地
震
は
、
想
定
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
想
定
震
源
域
の
一
部
で

発
生
し
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
 〇
防
災
上
の
留
意
事
項

 
 
各
地
で
津
波
が
観
測
さ
れ
て
い
ま
す
。
津
波
警
報
を
発
表
し
て
い
る
沿
岸
で
は
、
高
台
に

避
難
す
る
な
ど
身
の
安
全
を
図
っ
て
く
だ
さ
い
。
津
波
は
繰
り
返
し
襲
っ
て
き
ま
す
の
で
、

警
報
等
が
解
除
さ
れ
る
ま
で
海
岸
や
川
沿
い
の
低
地
に
近
づ
か
な
い
で
く
だ
さ
い
。

 
 
揺
れ
の
強
か
っ
た
地
域
で
は
、
家
屋
の
倒
壊
や
土
砂
災
害
な
ど
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
い

る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
の
で
、
今
後
の
地
震
活
動
や
降
雨
の
状
況
に
十
分
注
意
し
て
く
だ
さ

い
。

 
 
揺
れ
の
強
か
っ
た
地
域
で
は
、
地
震
発
生
か
ら
１
週
間
程
度
、
最
大
震
度
５
強
程
度
の
地

震
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。
特
に
今
後
２
～
３
日
程
度
は
、
規
模
の
大
き
な
地
震
が
発
生
す

る
こ
と
が
多
く
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
規
模
の
大
き
な
地
震
が
発
生
し
た
場
合
は
、
津
波
が
発

生
す
る
場
合
も
あ
り
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 〇
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
と
の
関
連
性

 
 
「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）」
を
発
表
し
て
い
ま
す
。（
別
紙
参
照
）

 
 
（
今
回
の
地
震
か
ら
１
週
間
程
度
、）
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
が
平
常

時
に
比
べ
て
相
対
的
に
高
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
【
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
に
つ
い
て
、
調
査
中
の
場
合
は
そ
の
旨
を
記
載
】

 
 ※
地
震
活
動
の
状
況
、
緊
急
地
震
速
報
の
発
表
状
況
に
加
え
、「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す

る
情
報
（
臨
時
）」
の
全
文
（
防
災
上
の
留
意
事
項
を
含
む
）
や
資
料
も
掲
載

 

本
資
料
は
あ
く
ま
で
一
例
と
し
て
掲
載
し
た
イ
メ
ー
ジ
で
す
。
実
際
の
情
報
内
容
は
、
そ
の
時
の
状
況
や
「
南

海
ト
ラ
フ
沿
い
の
地
震
に
関
す
る
評
価
検
討
会
」
に
お
け
る
評
価
結
果
を
踏
ま
え
た
内
容
に
な
り
ま
す
。

平
成
○
年
○
月
○
日
○
時
○
分

気
象
庁
地
震
火
山
部

 
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
（
第
１
号
）

 
  
 
本
日
（
〇
日
）
〇
時
〇
分
頃
に
三
重
県
南
東
沖
で
Ｍ
７
．
３
（
速
報
値
）
の
地
震
が
発

生
し
ま
し
た
。

 
  
気
象
庁
で
は
、
今
回
発
生
し
た
地
震
と
南
海
ト
ラ
フ
で
想
定
さ
れ
て
い
る
大
規
模
地
震
と

の
関
連
性
に
つ
い
て
の
調
査
を
開
始
し
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
×
時
×
分
か
ら
南
海
ト
ラ
フ

沿
い
の
地
震
に
関
す
る
評
価
検
討
会
、
地
震
防
災
対
策
強
化
地
域
判
定
会
を
開
催
し
ま
す
。

 
  
調
査
の
結
果
は
、「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
」
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

                       

平
成
○
年
○
月
○
日
○
時
○
分

気
象
庁
地
震
火
山
部

 
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
（
第
２
号
）

 
 〇
見
出
し

 
 
本
日
（
〇
日
）
〇
時
〇
分
に
三
重
県
南
東
沖
で
発
生
し
た
Ｍ
７
．
３
の
地
震
は
、
想
定
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
の

大
規
模
地
震
の
想
定
震
源
域
の
一
部
で
発
生
し
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
  
こ
の
た
め
、（
今
回
の
地
震
か
ら
１
週
間
程
度
、）
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
が
平
常
時
に
比

べ
て
相
対
的
に
高
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
 〇
本
文

 
 
本
日
（
〇
日
）
〇
時
〇
分
に
、
三
重
県
南
東
沖
で
Ｍ
７
．
３
の
地
震
が
発
生
し
ま
し
た
。
こ
の
地
震
は
、
陸
の

プ
レ
ー
ト
と
フ
ィ
リ
ピ
ン
海
プ
レ
ー
ト
の
境
界
で
発
生
し
た
地
震
で
、想
定
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震

の
想
定
震
源
域
の
一
部
で
発
生
し
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
 そ
の
後
の
地
震
活
動
は
活
発
で
、
ま
た
、
地
殻
変
動
デ
ー
タ
に
は
Ｍ
７
．
３
の
地
震
に
伴
う
ス
テ
ッ
プ
状
の
変
化

と
そ
れ
に
引
き
続
く
ゆ
っ
く
り
と
し
た
変
化
が
観
測
さ
れ
て
い
ま
す
。【
状
況
に
応
じ
、
地
殻
変
動
の
特
徴
や
そ

の
評
価
に
つ
い
て
記
載
（
評
価
が
で
き
な
い
場
合
は
「
調
査
中
」】

 
  
過
去
の
世
界
の
事
例
で
は
、１
９
０
０
年
以
降
に
発
生
し
た
Ｍ
７
．０
以
上
の
地
震
１
，３
６
８
事
例
の
う
ち
、

最
初
の
地
震
の
発
生
か
ら
７
日
以
内
に
同
規
模
以
上
の
地
震
が
同
じ
領
域
で
発
生
し
た
事
例
は
２
４
事
例
で
あ

り
、
そ
の
後
の
発
生
頻
度
は
時
間
と
と
も
に
減
少
し
ま
す
。
こ
の
事
例
に
は
、
平
成
２
３
年
（
２
０
１
１
年
）
東

北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
（
Ｍ
９
．
０
）
が
発
生
し
た
２
日
前
に
、
Ｍ
７
ク
ラ
ス
の
地
震
が
発
生
し
て
い
た
事
例
が

含
ま
れ
ま
す
。

 
  
こ
の
た
め
、（
今
回
の
地
震
か
ら
１
週
間
程
度
、）
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
が
平
常
時
に
比

べ
て
相
対
的
に
高
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
な
お
、
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
に
は
多
様
性
が
あ
り
、

大
規
模
地
震
が
発
生
し
た
場
合
の
震
源
域
は
、
今
回
の
地
震
の
周
辺
だ
け
に
と
ど
ま
る
場
合
も
あ
れ
ば
、
南
海
ト

ラ
フ
全
域
に
及
ぶ
場
合
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
  
最
大
規
模
の
地
震
が
発
生
し
た
場
合
、
関
東
地
方
か
ら
九
州
地
方
に
か
け
て
の
広
い
範
囲
で
強
い
揺
れ
が
、
ま

た
、
関
東
地
方
か
ら
沖
縄
地
方
に
か
け
て
の
太
平
洋
沿
岸
で
高
い
津
波
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

 
  
※
防
災
上
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
言
及

 
  
次
回
の
情
報
発
表
は
、
○
○
時
頃
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

 
な
お
、
新
た
な
変
化
を
観
測
し
た
場
合
に
は
随
時
発
表
し
ま
す
。

 

最
短
で
２
時
間
後
程
度
を
想
定

【
情
報
】

発
生
し
た
地
震
に
関
し
て
の
報
道
発
表
は
、
こ
れ
ま
で
と

同
様
に
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
行
う
。
そ
の
際
、
南
海
ト
ラ
フ

地
震
に
関
連
す
る
情
報
の
最
新
の
内
容
を
含
め
る

（
２
）
南
海
ト
ラ
フ
で
M
7
ク
ラ
ス
の
地
震
が
発
生
し
た
場
合
を
例
と
し
た情
報
や
報
道
発
表
の
イ
メ
ー
ジ
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１
点
の
ひ
ず
み
計
に
有
意
な

変
化
が
あ
っ
た
場
合
【
情
報
】

プ
レ
ー
ト
境
界
に
す
べ
り
を

推
定
し
た
場
合
【
情
報
】

本
資
料
は
あ
く
ま
で
一
例
と
し
て
掲
載
し
た
イ
メ
ー
ジ
で
す
。
実
際
の
情
報
内
容
は
、
そ
の
時
の
状
況
や
「
南

海
ト
ラ
フ
沿
い
の
地
震
に
関
す
る
評
価
検
討
会
」
に
お
け
る
評
価
結
果
を
踏
ま
え
た
内
容
に
な
り
ま
す
。

平
成
○
年
○
月
○
日
○
時
○
分

気
象
庁
地
震
火
山
部

 
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
（
第
１
号
）

 
 東
海
地
域
の
ひ
ず
み
観
測
点
で
有
意
な
変
化
を
観
測
し
て
お
り
、
変
化
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

 
  
気
象
庁
で
は
観
測
さ
れ
て
い
る
現
象
が
南
海
ト
ラ
フ
沿
い
の
大
規
模
な
地
震
と
関
連
す
る
か
ど
う
か
の

調
査
を
開
始
し
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
×
時
×
分
か
ら
南
海
ト
ラ
フ
沿
い
の
地
震
に
関
す
る
評
価
検
討
会
、

地
震
防
災
対
策
強
化
地
域
判
定
会
を
開
催
し
ま
す
。

 
  
調
査
の
結
果
は
、
「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
」
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

 
 ＜
変
化
を
観
測
し
た
ひ
ず
み
観
測
点
＞

 
 
以
下
の
観
測
点
で
有
意
な
変
化
を
観
測
し
て
い
ま
す
。

 
 
観
測
点
○
○
 
XX
日

XX
時

XX
分
頃
か
ら

 
  
ま
た
、
以
下
の
観
測
点
で
若
干
の
変
化
を
観
測
し
て
い
ま
す
。

 
 
観
測
点
○
○

 
 
観
測
点
○
○

 
  
な
お
、
南
海
ト
ラ
フ
沿
い
の
地
域
の
地
震
活
動
に
は
特
段
の
変
化
は
見
ら
れ
ま
せ
ん
。

 
            

平
成
○
年
○
月
○
日
○
時
○
分

気
象
庁
地
震
火
山
部

 
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
（
第
２
号
）

 
 〇
見
出
し

 
 
東
海
地
域
の
複
数
の
ひ
ず
み
観
測
点
で
有
意
な
変
化
を
観
測
し
て
お
り
、
変
化
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。 

 
こ
れ
ら
の
変
化
は
、
想
定
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
震
源
域
内
で
の
プ
レ
ー
ト
境
界
面
の
す
べ
り
に
伴
う
も
の
で

あ
る
と
推
定
さ
れ
、
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
発
生
の
可
能
性
が
平
常
時
に
比
べ
て
相
対
的
に
高
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま

す
。

 
 〇
本
文

 
 
東
海
地
域
の
複
数
の
ひ
ず
み
観
測
点
で
有
意
な
変
化
を
観
測
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
他
の
観
測
点
で
も
若
干
の
変
化
を
観
測
し

て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
通
常
と
は
異
な
る
変
化
は
次
第
に
大
き
く
な
る
傾
向
が
あ
り
ま
す
。

 
 ＜
変
化
を
観
測
し
た
ひ
ず
み
観
測
点
＞

 
 
以
下
の
観
測
点
で
有
意
な
変
化
を
観
測
し
て
い
ま
す
。

 
 
観
測
点
○
○
 X

X
日

XX
時

XX
分
頃
か
ら

 
 
観
測
点
○
○
 X

X
日

XX
時

XX
分
頃
か
ら

 
 
観
測
点
○
○
 X

X
日

XX
時

XX
分
頃
か
ら

 
  
こ
れ
ら
の
変
化
は
、
南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
想
定
震
源
域
内
の
静
岡
県
中
部
付
近
に
お
け
る
プ
レ
ー
ト
境
界
面
で
の
す

べ
り
に
伴
う
も
の
で
あ
り
、
す
べ
り
の
規
模
は
△
日
△
時
の
時
点
で
Ｍ
ｗ
Ｘ
．
Ｘ
と
推
定
さ
れ
ま
す
。
今
回
の
す
べ
り
が
発
生
し

た
場
所
で
は
、
こ
れ
ま
で
同
様
な
す
べ
り
を
観
測
し
た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

 
  
こ
れ
ら
の
こ
と
は
、
プ
レ
ー
ト
境
界
の
固
着
状
況
に
通
常
と
異
な
る
変
化
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

南
海
ト
ラ
フ
の
大
規
模
地
震
の
発
生
可
能
性
が
平
常
時
に
比
べ
て
相
対
的
に
高
ま
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
  
な
お
、
大
規
模
地
震
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
震
源
域
が
東
海
地
域
に
と
ど
ま
ら
ず
、
南
海
ト
ラ
フ
全
域
に
及
ぶ
場
合
も

考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
の
場
合
、
関
東
地
方
か
ら
九
州
地
方
に
か
け
て
の
広
い
範
囲
で
強
い
揺
れ
が
、
ま
た
、
関
東
地
方
か
ら
沖
縄

地
方
に
か
け
て
の
太
平
洋
沿
岸
で
高
い
津
波
が
想
定
さ
れ
ま
す
。
一
方
、
今
後
プ
レ
ー
ト
境
界
面
で
の
す
べ
り
が
鈍
化
し
、
大
規

模
地
震
の
発
生
に
至
ら
な
い
場
合
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

 
  
※
防
災
上
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
言
及

 
  
次
回
の
情
報
発
表
は
、
○
○
時
頃
を
予
定
し
て
い
ま
す
。 

な
お
、
新
た
な
変
化
を
観
測
し
た
場
合
に
は
随
時
発
表
し
ま
す
。

 

（
３
）
東
海
地
域
の
ひ
ず
み
計
で
有
意
な
変
化
を
観
測
し
た
場
合
を
例
と
し
た
情
報
の
イ
メ
ー
ジ

発
表
し
た
情
報
と
同
様
の

内
容
に
つ
い
て
、
報
道
発

表
で
も
お
知
ら
せ
す
る
。
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「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）
」
に
関
す
る
基
本
的
な
流
れ

最
短
で

2時
間
後

程
度
を
想
定

「南
海
ト
ラ
フ
沿
い
の
地
震
に
関
す
る
評
価
検
討
会
」に
お
い
て
、

発
生
し
た
異
常
な
現
象
に
つ
い
て
評
価

南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）

※
南
海
ト
ラ
フ
沿
い
で
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
７
以
上
の
地
震
が
発
生
し
た
場
合
や
東
海

地
域
に
設
置
さ
れ
た
ひ
ず
み
計
に
有
意
な
変
化
を
観
測
し
た
場
合
な
ど
を
想
定

発
生
し
た
現
象
及
び
そ
の
評
価
結
果
を
発
表

異
常
な
現
象
（
※
）
が
発
生

時
間
の
経
過

南
海
ト
ラ
フ
沿
い
で
異
常
な
現
象
が
観
測
さ
れ
、
そ
の
現
象
が
南
海
ト
ラ
フ
沿
い

の
大
規
模
な
地
震
と
関
連
す
る
か
ど
う
か
調
査
を
開
始
し
た
場
合
に
発
表

南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）

南
海
ト
ラ
フ
沿
い
の
大
規
模
地
震
発
生
の
可
能
性
に

つ
い
て
調
査
中
ま
た
は
可
能
性
が
平
常
時
と
比
べ
て

相
対
的
に
高
ま
っ
た
と
評
価
さ
れ
た
場
合
に
発
表

※
南
海
ト
ラ
フ
沿
い
の
大
規
模
地
震
発
生
の
可
能
性
が
相
対
的
に
高
ま
っ
た
状
態
で
は

な
く
な
っ
た
と
評
価
さ
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
お
知
ら
せ
し
、
情
報
の
発
表
を
終
了

以
後
、
随
時

南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
関
連
す
る
情
報
（
臨
時
）

（
参
考
）
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（別紙３） 
 
 

「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」委員名簿 

 

会長 平田
ひ ら た

  直
なおし

  東京大学地震研究所教授    

委員 加藤
か と う

  照之
てるゆき

  東京大学地震研究所教授    

 小原
お ば ら

  一成
かずしげ

  東京大学地震研究所教授    

 大久保
お お く ぼ

修平
しゅうへい

 東京大学地震研究所教授    

 横田
よ こ た

  崇
たかし

  愛知工業大学教授    

 古村
ふるむら

  孝志
た か し

  東京大学地震研究所教授 
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最
新

の
気

象
情

報
を

気
象

庁
H

Pで
ご

利
用

く
だ

さ
い

！

は
れ

る
ん

気
象

庁
マ
ス
コ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
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1 
 

「南海トラフ地震に関連する情報」が発表された際の政府の対応について 

 

平成２９年９月２６日 
中央防災会議幹事会決定 

 
 中央防災会議防災対策実行会議「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討

ワーキンググループ」の報告を踏まえ、南海トラフ地震に対する新たな防災対応が定められ

るまでの当面の間、気象庁は「南海トラフ地震に関連する情報」を発表することとし、当該

情報が発表された場合の政府の対応については、以下によるものとする。 
 
１．内閣府（防災担当）は、気象庁が南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時

と比べて相対的に高まった旨の「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）を発表した場

合には、これを踏まえ、関係省庁の職員を招集し、関係省庁災害警戒会議を開催するもの

とする。ただし、南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に

高まった旨の「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）の発表の前に当該地域で発生し

た地震に関し、既に、災害対策基本法に基づく緊急災害対策本部若しくは非常災害対策本

部の設置又は関係省庁災害対策会議が開催されているときは、関係省庁災害警戒会議の開

催に代えて、緊急災害対策本部会議、非常災害対策本部会議又は関係省庁災害対策会議を

開催するものとする。 
 そのため、内閣府（防災担当）は、速やかに関係省庁災害警戒会議を開催できるよう、

気象庁から南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの大規模

な地震と関連するかどうか調査を開始した旨の「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）

を受けた時点で、関係省庁に対する連絡等、所要の準備を始めるものとする。 
 
２．南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まった旨の

「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）が発表されたときは、関係省庁災害警戒会議

（１．において開催する緊急災害対策本部会議、非常災害対策本部会議又は関係省庁災害

対策会議を含む。以下同じ。）において関係省庁による今後の取組を確認するとともに、

内閣府（防災担当）は、国民に対して、今後の備えについて呼びかけを行う。この呼びか

けは、南海トラフの大規模地震による被害が想定される地域の住民に対して日頃からの地

震への備えの再確認を促すことを目的として、これを行う。 
  （呼びかける今後の備えの例） 
    家具の固定、避難場所・避難経路の確認、家族との安否確認手段の取決め、家庭に

おける備蓄の確認 
 
３．関係省庁においては、関係省庁災害警戒会議の開催を受けて、情報収集・連絡体制の確

認、所管する施設等がある場合には必要に応じこれらの点検、大規模地震発生後の災害応

急対策の確認など、地震への備えを改めて徹底するものとする。総務省消防庁は、関係省

庁災害警戒会議の開催結果について、直ちに関係都府県（南海トラフ地震防災対策推進地

域をその区域に含む都府県をいう。以下同じ。）に連絡を行うものとする。指定公共機関
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2 
 

（災害対策基本法第２条第５号に規定する指定公共機関をいう。以下同じ。）を所管する

関係省庁は、関係省庁災害警戒会議の開催結果について、直ちに当該指定公共機関に連絡

を行うものとする。 
 
４．その後は、「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）の内容に応じ、内閣府（防災担当）

が必要があると認める場合に、関係省庁災害警戒会議を開催するものとする。 
 
５．上記に掲げる対応のため、気象庁は、「南海トラフ地震に関連する情報」（臨時）を発表

したときは、直ちに内閣官房（内閣情報集約センター）、内閣府（防災担当）、総務省消防

庁及び関係都府県にその旨を連絡するものとする。 
 
６．この申合せについては、南海トラフ地震に対する新たな防災対応が定められたときには、

廃止されるものとする。 
 
７．「東海地震の地震防災対策強化地域に係る地震防災基本計画」をはじめとする東海地震

に関する既存の計画等（「東海地震応急対策活動要領」等を含む。）については、南海トラ

フ地震に対する新たな防災対応が定められる際に、見直すこととする。 
 
８．この申合せに基づく対応は、平成２９年１１月１日から実施する。 
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（参 考） 

 
「南海トラフ地震に関連する情報」について 

 
  気象庁は、以下の場合、「南海トラフ地震に関連する情報」を発表する。このため、南

海トラフ全域を対象として地震発生の可能性を評価するにあたって、有識者から助言いた

だくために、「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催する。 
 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地震に関連

する情報（臨時） 
○南海トラフ沿いで異常な現象（※１）が観測され、その現

象が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか

調査を開始した場合、または調査を継続している場合 
○観測された現象を調査した結果、南海トラフ沿いの大規模

な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まった

と評価された場合 
○南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が相対的に

高まった状態ではなくなったと評価された場合 

南海トラフ地震に関連

する情報（定例） 
○「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合

において評価した調査結果を発表する場合 

 
 ※１：南海トラフ沿いでマグニチュード 7 以上の地震が発生した場合や東海地域に設置

されたひずみ計に有意な変化を観測した場合などを想定 
 
 ○ 本情報の運用開始に伴い、東海地震のみに着目した情報（東海地震に関連する情報）

の発表は行わない。 
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